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1. はじめに

新制高等学校の教育課租 こおける選択制､単位制の採用の意義 につい ては､従来から蔑人かの研究

抑こよって指摘 されている｡この点につい て､木 卜春雄は ｢戦後高校教育総括の視点｣(冊鋸削1本

国民の自己形成 rj所収 )において､戦後改革で発足 した新制高等学校がr単一制と人衆性の原理｣に

もとづいてお｡l)そのような高等学校U)性格を抹障する制度上の必要条件が 偶 校三刷 り｣(総合制

,小判2L制,男女共学制 )であったことを指摘 している｡それとともに木 Fは､教育課租 こおいても､

共通必修が基礎とされるとともに､選択制 ･甲馴 iFJが採用され､ ｢新制高校の単一制と教育機会の普及

とい うlj利伸こふさわしい共通性を共通必修科Uを-十台 として確保 しノ､榊 射こ選択制の運川によ り偶人

の能力 ･適性に適合 しうる多様作をもたせて両削 〕1-I=_しい結合をはかって(8)くJ2)というねらいを達

成しようとしたものであると評価 している (傍点原文 )(

また佐々木学は､学校教育法における高校教育の 那 加こ炊け る規定 ､即ち高等学校が ｢中学校にお

ける教育の基礎の上に､心身の発達に応 じて高等普通教育及びや押目教育を施す _は とを目的とすると

した同法第41条の規定は.高校教育の闘机 ,'､｢『高等菖通教育 .jlと『】専門教育 』という二つUjこ

とばでしノめされる教育をあわせ推すことにある ｣ことを意味していると指摘するとともに ､このよう

な規定が.矧jJrI.戦中U)わが国において吉祥勅の教育機関が差別抑 こ組織化されていたことへの反省

に基ついにもU)であるととらえている3㌦

そして佐々木は､そのような高校教育の 削りを実現する手だての一つとL,て､｢普通教育とり押l教
(ママ)

育の広い領域にわたる教科.科目の射 1性の採用 ｣を挙げているoそれ とともに､彼は､選択制が､
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｢種別化されていに学校差別に巽tj:っていた教育課程を高校教育という単一の目的をもつ教育課程と

して一元化し､教育課程構成の基本において差別をなくすという歴史課題を達成するための､すぐれ

て民主主義的な準則であった｣と評価 している4)(傍点原文 )0

また､佐々木は､選択制と関わって単位制が採用されたことも指摘している｡後によれば､選択制

が採用された場合､｢卒業のための最低必要条件は､必修の教科 ･科目以外は選択にまかされている

から､全体としての学習量について単位制のような量的表示法が必要となる｣という意味で､｢高校

の単位紬ま選択制と不可分なのであ｣5)っに｡
このように､木下と佐々木の研究においては､選択制そのものの意義についての評価に若干の相違

点がみられる｡木下の場合､選択制が､高校教育に ｢個人の能力 ･適性に適合しうる多様性｣をもた

せるものであると述べ､選択制そのものが もつ意義を強調しているのに対し､佐 木々の場合､選択制

が もつ歴史的な意義を強調し､｢高校教育における歴史的性格を無視して､選択制｢股が青年期教育

の特質であるとか､選択制一般に教育的価値が認められるかのような議論には､にわかに賛成したが

たい｣と述べTいる｡しかし新制高校発鄭寺の教育諸星における選択制とそれに関連して出現した単位制の

採桐が､｢中学校 ｣｢高等女学校｣｢実業学校 ｣に種別化された旧制の中等学校を､l~高等学校 ｣と

いう同一の種類の学校-と改革するとともに.旧制中学校の教育に代表される古い中等教育観 - 即

ち､高等教育機関への進学準備教育という中等教育観 ～ とは異なった｢完成教育｣としての中等教

育創出の手段であったことが､両者の研究によって一定程度明らかにされたと評価することができる｡

しかしながら.新制高校における選択制 ･単位制に影響を与えたと思われるアメリカ合衆国の中等

衆国の中等学校における単位 (ユニ ット)制については､あまり研究されていないように思われる｡

本稿においては､この単位(ユニット)制が､今世紀初期の中等学校の教科課稗の変化- とりわけ職業

科目等の導入- に対して有していた意義について検討する｡Q

今世紀初期のアメリカ合衆国においては､中等学校への進学者の数と進学率は増加 し､中等学校は､

一部の青年を教育する機関から該当年齢層の多くの割合の青年を教育する機関へと変化するに至った｡

これに伴ない､その教科課程についてアカデ ミ ノク科目中心の ものから穐業科目 .実用的科目を含む

ものへと変化する傾向がみられる｡このような変化に影響を与えたものとして､従来から職業教育運

動やそれに刺激されて制定されたスミス ･ヒューズ法が挙げられている｡

アメリカ合衆国の中等学校の教科課程の変化に対して､これらの動きが及ぼした影響について検討

することは､非常に重要なことであるが､しかし.そのような､いわば中等学校外瓢の動きとともに､

教科課程の変化を可能にした中等学校内部の条件､とりわけアメ リカ合衆国の中等学校がもつ制度的

特徴について検討することが必要であるように思われる｡

このような制度的特徴として､C.a.Juddは､ ｢総合制ハイ ･スクール ｣(CobnOPOlitar

highscllOOl)と選択制(electivesystem )を挙げている6). これらの特徴は､単線型の
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学校体系に位fjTつけられた､LjJメ リカ合衆国の中等学校が もつ特色に起因するものと言うことができ

るが､これらのうち､附 については､戒が団においてもある和 江研究が進♂)られている7)()しかしノ

ながら総合制-イ ･スクールに｡よれば教科課程の編成 において大きな意味をもつ選択制及びその導入

との関係で採川されるようにtj:った削 な(1二L/卜)制に/)いては､ほとんど研究されているように

偲われる ｡

本稿においては､この単位 (ユニ ノト)制が中等学校の教科琵射･'抽 変化に対 してもっていた意義に

ついて検討するoその際にiri_要と7:i:るのは､高等教育機閑U)入学要件の矛軟化 との拠係である ｡

単位(ユニ ノト川 Jは､中等学校の教科課程における選択制U)導入とともに採用され､授業時冊数

を基準として./ji徒の学習鼠を測定するjJ法を基礎として成11j二した制度であった｡このように単位 (

ユニット)制に､教科課程構成の制F.aJであったが､同時に菌等教育佼閑の入学要件の表示力法 と t/て

もJljいられた｡即ち､基本的な考え方 としては- 実際上は.ともか く｢ 単位 (ユニ ット)をi=i-

えられる中等学校の科F=1が､そのまま南等教育機関の入学要件として認められるべきであf)とされた

のである｡このようなニト張 は､職業科FI1･美川的科目についてもなされるよ うになった Oこのことは､

職業科臼 ･尖jWf再斗日が中等'Lj校の教科課程に含まれるたけでなく､それらの科し】が高等教育磯挟Iの

入学要件としても認められることが求められることを意味する｡

従来の研究においては､アメリカ合衆同のF‡l等学校が.その教科課程をrアカデミ.'ク科目_伸 心

のものから職業科目 ･実川的科Rを中心のものとすることによって､rカレL/ジ進学準備 Jの教育磯

蜘 ＼ら､｢完成教育 ｣矧文卜 とその性格を変化させTJ_とされているH)｡そのよF)な評価自体は､確か

にこのt瑚紬こおける中等教育の性格03変化の-蘭 をとらえたものであっ7=が､しかし､そのようtj:ど

rうえ方では､それ以rm73＼ら発達 しつつあった単線型のrl7枚体系におけか rj等rt=?校の位置つけとその教

科課程の変化との関係が 卜/jIに解明できないように偲われる｡

本稿においては.甲位 (ユニリト)制と露等教育機関の入学要件の柔軟化一 とりわけ職業科H ･

実川的Hu-との園係について次のように叙述を進めたい ｡
まず第一に､単位(ユニ リト)制と職業科口等との関係が問題とされるに至った背宕抹二ついて述べ

るo その次には.NhlAの ｢ハイ ･スクールとカレリジのア-テ ィキ ュレ-シ:]ンに関する九人委員

会 ｣報告書を取 り上げ､甲位(ユニ .'卜)制と職業科rj等 との園係について論 じ､これらの科目を申

等学校の教科課桝 こ導入と(.=l･jJ等教育磯幽U)入学要件として受け入れの勧告が有する意義を検討する｡

さらに､この時勅の高等教育機関の入学要件の柔軟化の状況を侯討 し､中等学校の教科課程の変化と

の闇係について解明したい ｡
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2.問題の背景

単位 (ユニ..'卜)制と職業科目等との関係が問題とされるようになった背景として､1)19世紀

末における単位 (ユニ リト)別の形成､2)1906年以降の職業教育運動の展開､が挙げられる｡

前者については､NEAの｢十人委員会 ｣報告書 (1893)と｢カレ.1'ジ入学要件委員会｣報告

書が大きな役割を果たしている｡これらの報告書のうち前者は､1)選択制の採用､2)授業時間数

の学習量の基準と しての採臥 3)高等教育機関･X･の入学要件の柔軟化･X･X･､等.単位 (ユニ ･ソト)

制の萌芽とも言 うべき勧告を行tj:い､また後者は､前者の勧告の内容を､単位 (ユニ ･.'卜)制の形で

明確化したのであった｡

このようにして､中等学校の教科課程や高等教育機関の入学要件における選択制との関わりで採用

され､授業時間数を計量の基準とする単位 (ユ二･･'卜)制が形成されてきたのであっT=9)o
NEAの ｢十人委員会｣報告書や ｢カレ･.Jジ入学要件委員会｣報告書の諸勧告は､職業科目 ･実網

的科目をほとんど念頭に置いていないという限界をもっていたものの､中等学校の教科課程や高等教

育機関の入学要件において.｢アカデ トソク科目｣の範囲内ではあるが､近代外国語 ･歴史 ･科学等

の｢近代科目｣を､ラテン語 ･ギ リシア語といった古典語と同等に扱うことによV)､ 1)地域の民衆

の要求に応 じた課業を行なうという機能を損なわずに､カレッジの進学準備教育を行なうことを可能

にすること､2)｢障害なしにすべての子ともたちに対して､平均的fi:状態で彼が造物主によって与

ぇられた能力も最もよく発達させる道を与える幼稚園から大学院の学位までの統一された学校制変 lo)

を発展させることを意図したものであっ己 1).

このような単位 (ユニット)制の原理は､20世紀になってから職業科目 ･実用的科目にも当ては

められるに至るのである｡

職業教育運動の展開も､単位 (ユニ､ソト)制と職業科目等 との関係が問題とされるようになった背

景の一つとして挙げることができる｡職業教育運動は.1906年にマサチュ-セ-'ツ州の｢ダグラ

ス委員会｣によって職業教育について報告書が出され､また｢全米産業教育振興協会｣(NSf'Ⅰ刀)

が結成されたことを契機として始められたとされている12)o この運動は､既存のハイ ･スクールの教

科課程の改革をめざしてそののというよりは､むしろ､ハイ ･スクールとは別系統の暇業学校の設江

をめざしたものと評価することができる13)o しかし､実際にはこの運動の進行につれて､中等学校の

教科課掛 こはインダス トリアル ･アーツ､商業科目､農業科目といった職業科目 ･実用的科目が加え

られるようになっに ｡

これに伴ない､ これらの科目を高等教育機関の入学要件として認める要求も高まっていたのであっ

TL14)O
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補註 ※ 島等教育機関

った o これは､イギ リスのカレ ノジのむ》轡を受けたものであり､古典教材が教育内容のJ.流を占め

てい7こ｡

これに対 し､19世紀半ばころから｢モ リル法 ｣(1H62)等によって､⊥業カレッジ ･農業

カレッジの設ilLも促進され､また､旧来の リベラル .アーツ .カレ･ノジも､従来 のAB学位 を与

本稿においては ､これらの機関 (即~fJ,､リベラル .アーツ ･カレノジ､｣二業カレ､ソジ､農業カレLJ

ジ等 )を総称 してr高等教育機関 ｣という呼称を用いることとするQ

※.X 島等教育機関の入学要件U)柔軟化

アメリカ合衆国のカレ.'ジも.19tii紀夫ころまでは､個々の機閑の入学試掛 こよって学/;i三を選

抜 していた｡入学試験に課せられる科闘こし 1Hu雄己未まで､ラテン語 .ギ リン7詔 ･算術に限ら

れていたが､19t咽銅1期以降 .雁史､地理､英語 .科学､近代外国語等の｢近代科【｣Jが入学,読

験に加えられるようになった ｡

このような入学要件の腫紺の拡大や､認証された中等学校の卒業/+-.を無試験で入学 させる巨認証

制｣の採用に伴tJ:い､入学要件の柔軟化が求められるようになったo

NIT,Aの｢十人委員会 ｣報告吉が ｢ヵレ･ノジ入学要件委員会 ｣報喜壬ぎの勧/告も､そのよう7:i:動き

の一つであった｡とりわけ後者は､設備のよい中等学校において一年間にわたってiFB4回授業の'fT

なわれた科 F]を､すべてカレ.ソジの入学酎′トとして認めることを勧告 した ｡

これらの動 きの中で.高等教育磯助の入学要件の柔軟化が進行 し､全体的tj:傾向として特定の科

目を指定するJj法から､科f=l消 (例えば､t英語 ｣r数学J｢外国語｣f科学 Lr惟史 ｣)の指定

のみを行ない､それぞれの科鞘げのT巨ごの選択を認めるJJ-法､さらには､それ以上に餌Il選択を認

める方fj三への移向がみられていた(】

3･単 位 (ユ ニ ッ ト )制 の 職 業 科 目 ･実 用 的 科 目適 用 の 提 案

NEAの ｢ハイ ･スクールとカレ･ソジのアーティキュレーシ ョンに闇するノ1人 委員会 ｣報哲責 (
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1911､以下本稿においてはT)lJ人委員会 ｣幸腔漕一という略称を[削 ､る )は､先に触れた ｢卜人委

員公 職 /器差や ｢ヵレリジ入学要件委L=-1会 J報/Lti書とは異なり､職業科日等にも単位(ユニット)制

の原料を適川 し､甲に職業科日等を中等学校の教科課FlHこ加えることのみならず ､これらの科Rをカ

レI.'ジ等の入学要件として受け入れることをも勧缶したという点で､注 囲こlLFけ る報告 Ei.L･であった｡

この報告i!.tを提川した ｢九人委員会 ｣は､1910年7j-j6日OjNll二A車等教育部の決議に基つい

て任命されたものであった｡この決議は､カレ ノジの入学要件とハイ ･スクールの教育内容の矛値を

指摘し､/Jレ･ノジの入学要件において外国語を一つに減少させるとともに､ハイ .スクールで十分に

数えられた(welltEtl柑hL)すべての科Hを､カレI.'ジの入学柴件においてii宅択科目として私沼す

べきことをFil成 していたのであった15)0

この f九人委員会 ｣報告動lL､まず奴初に,｢ハイ ･ス/)一ルにおける教科の硯域と機能に/)いて

の前提となる理念 ｣の項Hにおいて､ハイ ･スクールの果たすべき役割とそれに伴flう教科課程0)編

成のあり力について述べている｡この頃闘こおいて､報告書は､ますハイ ･スクールが ｢すべての生

徒に対 しノて､賢明で健康で進歩的tj:市民を社会におくりTELrgLように注意深く計画された教授をする ｣

というu的のため､｢生徒が轟等教育磯閲 (higher iT)Stir,uLiorl )に入学するか香かに拘らず､

ぁる一定の課業 (ccrtairllVOrk )が含まれるべき ｣であると二蟻 していf)16)a

それとともにこの報缶書は､ハイ ･スクーールの釧i掴;r試行矧 日日 (testing time ).即ち1

異なる能力 (玉川Wer)を試し､/i-.!Fl･目標を形成するt瑚彰Llであると主張するとともに､ハイ ･スクー

ルがも/)そのような性梢から､ハイ ･スクールにおいて個人の通性や独白の才縄を発展させることや､

教養的な順 と職業的鯛 容を融合させることの必離 三を指摘 していZ)17)oそれとともに､この報告

書は､このような三‡三振を具杯化し､ハイ ･スクールの教育内容に闇 L/て｢戦域技術､農業､または家

庭科学は､すべての少年 ･少女の教育において､合郵 摘 要素として認識されるべきである18)｣と述

べ､ハイ ･スク--ルの教科課和 こ撒業科 t=1･実用的科目の導入の必要性を主張 していたOこの場合､

特にまだ将来の職業の選んでいない者のた糾 こ､そ0)ようなことが強調されていTr_19)0

このような主張がなされていたのは､従来の教育があまりにも学問帆 (I)o()kisll)であり､｢教

養についての誤まった考え方が発達 ル ､そのことが､勤王1-･_=者･販売=H-.消費古の問の裂け口を拡人

した批判からであっfL20)oそれとともに､ この種相 は､ハイ ･ス/)一一ルと地域の幽動 こついて7=;一及

し､ハイ ･スク ー ルが ｢真の意味で､それを支える地域社会 (L二('mmunity )の主Tj:確業を反映す
べき｣であり､｢少年 ･少如こ対 して､臼分L1身の地域社会が庫業r机こ組織されるというjJ帖 こ沿っ

た効率的な奉f上-の高い棚 的 を'Tiすべきであ2Jl)ると_li脹していた 【〕

ハイ .スクールの期間が もつr試行期間 ｣としての性格や､地域の要求に応えf)必要にから､ハイ

スクールの教科課掛 こ職業科目 ･実用的科臼を導入するべきであるという三に,l尉ま､次の ｢十分に計画

された (wt,llpIEITlne(1)ハイ .スクールの課裾の実際的な定義 (､vorking dt'tiniti('TIS)_i
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a)脚｣において典(射ヒされた｡】この種JLi溝 は､先に触れた rカレ･ソジ入学要件委員会 ｣報告書と同様 ､
ハイ ･スクールの修J,要件を小すのにと冊 (ユニ ノト)を川いていた※(】この種曽書はハイ .スクー

ルの修 丁要件を15ユニ I.'卜としたoそのうち､英語3ユニ ット､外同語 (lヶ国詔 )2ユニ ノト､

数学 2ユニ ソト､往会科学 (雁史を含む 日 ユニ ノト､自然科学 1ユニ リトを含む 11ユニ･ソトか､

必;,flとされてW l_22)帆 残 ｡0)4ユニ .,卜に-)いては､｢余分の (とL(lditiollal )アカデ ト ノクな

課業､または機械技術､家相車p-､商業の課業 ､そ して生徒の猿人の閑心が必要とするように思われ

る他の個 の課業批 めに､余裕(rll呈l頼 n)として川いちTLるべきである ､123)と述べ､ハイ .スク

--ルの教科課程に職業科tf-】･失脚桐 斗口も加えることも勧告 していたO この勧告は､先に触TLに ｢ハ

イ .ス/jL-ルにおける教科の弧域と機能についての前提とfJ:る理念｣におけf)撒業科トト 美川的科目

導入の勧告を期 射 ヒさせた_ものであっT:-(,このよ うtJ:勧告は､ql等鞘廷0)職業教育の振興をめざした

穐業数台運動の反映とみてよいであろう｡

｢九人奄員公一｣拙 キ卦 ま､ハイ ･スクールの教科課租こ鵜業科目 ･実用的科Hを加えるたけでなく､

これらの科目を高等教育機関の入学要件として受け入れることも勧告 していTl_｡ この報告書は､カレ

･ソジの入学要件が r卜分に計画されたハイ .スクールの課程｣の修了に基つくべきであると勧告 して

い㌔ Ll)杭 こ0)ことは.∠い 二 ノトの胞鋸 で .ハイ ･スクールの修了要件として認めらrLた職業科

目 ･矢川的科【二tをそのまま高等教育観胆の人学資件として認めることを意味していたO

｢九人委員会 ｣車肝 J=一言f=HJに のような勧告の根拠として挙げていること午･まとめると以~卜U)通 りと7:i:

b25)0

1)公一/.ハイ ･スクールの/i徒が､臼/JIの適性やrlll-求に応 じたコースを取 ったため､カレ ノジに

入学できtJ:い場合がある｡民~トト義における教育の二LJJLる特徴は､ ｢朋かTLた門jj｣の原理でな

ければならないし､カレ ノジも.そのようTj:｢開かれた門JIzLJojうちの-つ である｡】

2 ),･イ ･スクールの課業において､｢生折の準備｣とrLヵレI./ジの準備 ｣との間に人きな矛盾

がある｡r/ii宿の準備 ｣のために付けDHえられた科Hは.カレ･ノジの入学許可のためにかブントさ

れないので減らされるであろ うし.そのようtj:コースでは.勺三社にとって､これらの利口に対 しノ

3)普通の -JJレ ノジの規定に熱山 こ従っても､カレリジのための最良の準備は保障されないO カ

レ.ソジによって示される準備コースは .カレ.)ジで必要とされる種類U)経験を与えない ｡

･1)異なるカレ ソジの様 々tj:要件のために準備する試みにおいて､学校ujエネルギーは消費され

る0円剰机こ究展するよ うに励まされるべき学校が ､従属させられ桐山こさせられている ｡

5)現状に対する奴 も大きな反対は､ハイ ･スクールの貞の発生射こ対する制限的効果に対 してみ
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のための要素として比頬のtj:い機関となるであろうO

以上のような､中等学校の教科課程に穐業科目 ･実用的科目に加える勧告や､それらの科目を受け

入れるという勧告は､19世紀末に毘出された｢十人委員会 ｣報告書や｢カレ･ソジ入学要件委員会｣

報告書が .これらの科目をほとんど視野に入れていなかったことを注目に値するものであった｡これ

らの勧告は､中等学校の修了要件や高等教育機関の入学要件における｢アカデ トソク科目｣の必須ユ

ニ1.'へ数が ､｢カレ.･Jジ入学要件委員会 ｣報告書の勧告よりも､外国語で2ユニ t.'卜減らされ､英語

で1ユニット増加されたことと合わせて､19世紀末までのものとは異なる中等教育像を示 したもの

ということのできる｡

しかし､この報告書は.中等学校の教科課程と高等教育機関の入学要件における選択制･単位(ユニ

ット)制の採用という点では､｢十人委員会 ｣報告書､｢カレッジ入学要件委員会 ｣報告書 (とりわ

け後者)の考え方を基本的に受け継いだ ものであった｡例えば｢九人委員会 ｣報告書は,ハイ.スク

ールの修了要件と高等教育機関の入学要件の 15ユニ ットのうち､自由選択の4ユニットを除く必須

の ｢アカデ トソク科目｣についても､｢外国語 ｣｢数学｣｢社会科学 ｣｢自然科学 ｣といった科目群

の範閣内での選択制の採用を勧告していたカ,26).これは､｢カレッジ入学要件委員会 ｣報告書の探岡

L,た方式と同じものであっ7=o｢カレッジ入学要件委員会｣報告書の場合も､｢外国語 ｣｢歴史｣｢

科学 ｣といった科目群の中で科目の選択を認めるように勧告していT=27)O

したがって｢九人委員会 ｣報告書は､｢十人委員会 ｣報告書や ｢カレ･･'ジ入学要件委員会｣報告書

によって形成された単位 (ユニ リト)制の理念を､｢アカデ ミリク科目 ｣のみならず職業科目･実用

的科目にも及ぼしたものであったし､その意味で.単位 (ユニ..'卜)制の枠を広げたものであると評

価することができる｡

｢九人委員会 ｣報告書による単位 (ユニ .･J卜)制の原確の通関の勧告は､単線系学校体系を維持し

ながら､中等学校の性格の変化を実現することをめざしたものであったと言うことができる｡この当

時､職業教育運動の展開に伴ない､中等学校においてカレ･ソジ進学準備のプログラムとそうでないプ

ログラムの分布が進み､学校体系の複線化をめざす動きが現われていたが､そのような状況の下で､

｢九人委員会 ｣報告書は､ハイ ･スクールの修了要件とカレt･}ジの入学要件において､一定程度の .

アカデ ミ-Jク科目｣を共通に必修な科目にしながら､ある得度の職業科 目･実用的科目を受け入れる

という｢合理的な妥協という手段によって､統一されたプログラムの伝統を維持する ｣ことをめざし

たものであっT=28)a

この｢九人委員会 ｣報告書の勧告の内容は､さらにこの委員会の仕事を引き継いだ形で 1913年

に任鈷された｢中等教育改造委員会 ｣(CommissiononReorganizaLionofSecondary

Education)によって1918年に出された｢中等教育の基本原理 ｣(CardinalPrinciples
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orset川n(1.rlry ll】ducaLi｡Tl)によって引き継がれ､究展させられることとなった ,この報告書は .

進学者の数や比率 しての増加 に伴tj:う新しい中等教育の日焼等について述べたものであり､Cl)中等教

育の改革の必要性を~｢･-.脹 したこと.(g沖 等教育U)7つの目標を提案したこと､③ ｢総合制ハイ .スク

ールJ(｡nrnr'1･iher-sIVelliglh s(.110｡l)を望まL/いタイプの中等学校として勧生 したこと､④

Fll等教育U)期間を6ヶ年とし､それを､ジ_l二アとシニアの 2段階に/JIかつこと､⑤rrl等教育を12

～1円歳のすべての芹fF.のための教育とLiIIJけ ように雛 ;-しているのか29)If,抑 こ､高等教育機関の

入学要件の柔軟化も勧告 している

この裾 与謝 ここ､｢特定のタイプの教育が､そして､特にもっぱら非職的な性灘 の教育が教養的であ

れ職業的であれ上級の教育の畔 ･の受け入れられる準備でなければti:らないという伝統は､〔申略〕
継続さalJる学習の準備としてUL)すべてU)タイプo)中等教育についての科学ryyl丈評価に道を訣らねはtj:

らない ｣3O)と述べ､｢-ァヵデ iソク科目｣だけでなく､職業科廿等を含めた ｢非アカデ ミ ノク科は｣

もF=.･】等教育磯闇の入学要件として認めることを_l三張した｡このことは.こ03裡/i浦 によれば､｢中等

教育の期紬 こ多 くの時閏を職業的内科 こ費やした生徒7こちが､彼ら白身と社会の利益のために､教養

的であれ職業的であれ､いかなるタイプの蕗等教育をも彼らが追求することを別 け る ｣31)a)であっ

た .;

こうして.この報告劫ま､｢九人委員会 ｣幸鋸L.A菅 の勧告を受け継ぎ､高等教育磯蘭の入学要件の柔

この種仁漕-は､｢人々のrrTd〕U).情に増人し続ける拡大された教養的なあるいは臓業的な教育への艮

工二E義往/1%の要求に伴なって､高等教育磯臼拙ま､全体として､要求が中等rlf校によって満たされす､

教育を継続する気になっている人々に対応した同様の義務の下になければならない_j32)と述べている
が､そのような高等教育機関uj役紬 こ対する考え方が､その人苧要件の柔軟化を求めたのであっrJl｡

『中等教育の典木原や圭呈出こおけるこのような勧鋸 j:､｢一九人委員会 _J報告書の勧告をさらに発Iiをさ

せたものであった ｡

｢九人委員会 ｣報告書や臣Tl等教育の基本原BⅢ が もっていたこのような意図が､実際にとの程度

実現されたものかについて検討するためには､扇等教育機関の入学要件において､これらの科目がど

の程度受け入れられ､またそのことが､中等学校の役別や単線型学校体系における佃だこつけと､どの

ような的係をもっていた_のかについて､解明することが必要であると考えられる｡ このことについて

は次の節で述べたい｡)

〔郁註〕X･

この際の単位 (ユニ ′卜)の定義は､｢中等判 女でのあらゆる科 目の 1咋間の学習を表わ し､ 1年

間の学習の巨 あたる 比 されていたが ､この定義は､｢判 三の長さを36週,lい し40週とし.1
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矧眼の良さを40分ないし60/JIとし､その学習は ､週に4ないし5時根なされるとい う考えJJをpg

る ｣ものであると述べられていた｡ この場合､実技等は､ 1ユニ ･ソトに嬰する授業時間数が 2倍と

され ､またコ-ラスや体育に甲.位 (ユニ ノト)は与えられない ものとされたo

(R｡pol.tOi■tJheC()mnitノLee orNine or上theArLicnlatiorl OrlfitirllSell()01

.TlndC.}11cge, p.561 )

R.･X･

TJ:お､｢九人委員会 ｣報菖‡狛ま､ハイ ･スクールの修了要件とカ レ ノジの入学要件における ｢アカ

二l二 ･ソト)数の組み合わせは .以下の通 りであった｡

L/U u3) (C)

英 語 3 :う 3

外 国 語 2 2 0

数 学 2 0 2

社会科学 1 2 2

自然科学 1 2 2

合 計 9 9 9

(Lbi(1 , P･566)･

-(2ユニ ノトの組合せ )が必須とされ ていた｡ (ド.566)

4.単 位 (ユ ニ ッ ト )制 と 職 業 科 目 ･実 用 的 科 目 の 関 係 の 実 態

高等教育磯閑の入学F要件における職業科目の受け入れ状況を中心として

19世紀未から20世紀初期にかけて､全米各地の教育関係の鞘 本が.職業科U等を高等教育機挟l

の入学要件として認めさせるための動きを示 している ｡

例 えば､1902的 こは､上比中部カレ.･,ジ ･中等学校協会 】が､シ =,リブ Irj-ク,製図 ･図両､

商業､体育 (pllyLqi(ニul culture )の各科 Ejの 1-二 ･ソトの価伯の定義について検討を決定 し､

19()7年には.この協会に所属するカレI.'ジが､ンヨ.ソ･Tj-クと製図 .帥 Ijiを入学澄件として認

めるようにTlっTC33)0

- .1日 -



また､ 191()年には､二 _1一三-3一})市ハイ .スクー一一ル教員旭/ltが ､その判特のハイ ･スクールに

おいて｢生(lTlの準備｣と ｢カレッジの準備 ｣とUj閏に矛盾が生 じていることを指摘 し､ハイ ･スクー

ルの教科課秤におけるすべての科目を高等教育機関の入学要件において避択科目と して受け入れるこ

とを勧告 しノTLぎ4)o

先に倒れたNHAUj｢九人委員会 ｣報告書も､このような動きUj中で､促出されたものであったo

Uが;uHえられるようにfj:り.それに伴tj:って､これら瑚 斗Fiを菌等教育機関の人草要件として受け入

れることへUj,ll求が高ま-/Cぎ7こことを反映したもojであったが ､しかしノ､これらの動きに伴TJ:い

高等教育矧 kl3の入学要件における惰業科R等uj受け入れは ､一層促進 されるようにtJ:った ｡

このようtJ:伏臥IUj調査の一例として､日,C.M｡k()lVnOjものが挙げられる｡彼は ､19i3年か

ら22ii:･までの リベラル .アーツ ･カレ ノジU)入学要件における職業科目 ･尖jⅢ棋汁R等の rー新 しい

紺:仁｣(T､(HVeI･Hl.bjects)の受け入れ困比を各年度毎に調査 しているが､それによれば.職業科

U等を入学要件としノて受け入れる機E泊が大t帖こ増加 してい71｡)異体的な数字をみてみると､調査対象

270佼余 りにおいて､受け入れる機幽U)数が ､それぞれ.製図 .岡LIEl_lJを)t3-,210校､ショ ノブ I

(ユニ ノト)数は､製針 図 面が平均 卜 1- ノト､ショップ･ワ→ が平机 二1- ノト､家庭技芸2ユニ

･,卜､農業2- L卜1二 .'卜等であ -)TL-_36)｡】

高等教育機関Uj入学要件における職業科口等の受付人Tuj:､【~ァヵデ ミリ/)科FIJUj指(,i三明 llF(ユ

ニLソト)数の減少を伴なってい77_ U例えば､/jtに触れたIi.C.Lt/lckolrlの調査によれば､ 1913年

から 1922'ii:-のF射こ.高等教育機関の入学要件における数学と夕偶語 (とりわけラテン,I.1日 の指定
単位 (ユニ ソト)数の減少かみられT;-_37)uそのような状況をみるならば.職業科目 ･尖川的科目の受

け入れは､全体的な入学要件の柔軟化の動きの一つの以われであったと言 うことができる｡

このTltLIiOj高等教育矧吏】の入学要件U)柔軟化- とりわけ､職業科 F三い 実Ji川仲 田 Uj受け入れ -

は､車等学校の性楕 ･役割 と大きなE淵わ りをもつものであっ7こ ｡この点について1,.Ⅴ.KouLq は､東

郡及び西部の島等教育機閑uj入学要件の比較検[fJを行ない､西部の菌等教育機関の力が､東部U)それ

よりも柔軟性をもっていることを示 しノつつ (図 1参照 )､そのことによって､西部において甲独の職

業学校の設汀㌣ぐはなく､通苗のハイ ･スクールの教科課程への職業科し1の導入- このことは､｢総

合制ノ＼イ ･ス/)-ル_j化を意味 しノていると云 -,-こよいであろ ,)- が促進されたことや､そのことに

よりハイ .スクールが′圭三征に対 してガイダンスを7-Iなうのが容易 と/Lよっていること等.11等学校の性

格の変化が促進されたことを捌 飢ノている｡このよう射 嗣海は､もし,,;=..;等教育機関が職業科 目等を拒

否する(上')な保守的tj:入学Iilll'-トを射綿羊すf'tj:らば ､ハイ ･スク-ルU)教科課程へUjこれ らの不用 の導

入が進まず､そのことが里独の臓業学校oj設置を促進することになるという判断に基ついたものであ
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表 1.r新 しい科目｣を ､入学要件として受け入れるリベラル ･カレ ソジの数の変遷

受け入れる力レL.)ジの数科 目 認める力レリジの増加1913 191/11915 19.ー6 1917 1(318 1919.1920 1921 1922

製 t刻 98 110 121 138 149 156 ー63 178 191 210 112

芸 員 養 芸. 2: ≡2. : l 芸. ::' : 3 二; ≡ ;E;98

聖 書 15 1H 19弓 24 29 30 3′1 ′11 ′l7 52 :う7

心 理 学 21 22 22 23 2′1 24 24 26 28 31 l=

商 業 7割 識 15 17 24 29 35 38 Ilo ,l5 46 49 34

弁 論 5 6 7 7 7 8 10 11 13 1H 13

商 業 技 能 4 7 7 7 8 8 8 H t3全体の力レ..'ジ 273 273 272 274 272 274 273 273 273 10 6

LLC･M(:kown urllller1㌧.en(1ot■C(,llcgell】IltJrRr▲(:(,llequirtラIrlCnt,S

1913- 1922" (tJS,13tlreau ofl]dllCation Bulletin,1924,

No35p.92より作成
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38)

っ7こ ｡

この ことは､ 応等教育機閑の入学要件の柔軟化によって.学校体系の複線化を防ぎながら､申等学

校oj比格の変化という課J%を達成 しようとLTJ_r九人委員会 _｣裡鮎 壬.tの意図が実現 したことを示すも

のであった ｡

高等教育機関の入学要件における撒業科 Fl等の受け入れは､r総合;ijlい ィ .スクール Jを発11-をさせ
るにととまらず､撒業教育を行fj:う甲独制の学校 (例えば､テクニカル ･ハイ .スクール.商業学校 )

の生徒に対 しても､一定程度.拓等教育磯閑への入学を可経にする側rf面,'あっTr ｡

例えば ､テクニカル ･ハイ .スクール - この種の学校の学校は､ス ミス ･ヒ二1一ズ法の通川を受

けていない - の場合には､1業 カレリジ等への進学をL]f能とするにめの措置として､1) 1'LT刑

余計に在籍 し､｢アカデ ミ ノク科目JをE:lJ<ぶ .2)選択料F=Iとして小さnている諸科Hの中から､数

学等の Tアカデミ ノ/)科目 ｣を選択~gる､3)⊥業 カレ ソジ進学準備コースに在籍する等o)f㍗潤は言と

らオーーてい㌔ 9㌔

また商業のコースの場合の例としては､叩独の商業学校ではないが､セン ト･ルイス車のハイ .ス

クールを挙げることができろ ｡セン ト.ルイスのハイ .スクールの商業 =1-スの場合 ､商業科Flの授

業時間は､ 令科u授業時関数 ′14OO糊～胴11500時聞 ､または 4OLl(川紺 jqll1/10時閲を占

雁史 ｣｢科学 Jのみで､ほとんど0)カレッジの入学要件を満たすのは成長な単位 (cr()｡,liL)が得

らオ･1たのであ-)TL40)D こU)ようなことは､単独制の商業学校においても､当てはまるように札わオーーろ ｡

これらの例にみられ る通 り､高等教育磯姐の入学要件における撒業科R等o)受け入れは､職業教育

を行なう学校がコースに対 して､;裾江上､fアカデ ミリク科R ｣を王として教授する学校や コースと

周等oj位置つけを/-)一える可能性をも/)ことを意味 していた｡

しかし全体的には､高等教育機関の入学要件において､職業科日等の受け入オlが 卜分に進んだとは

言えなかったoNjllJAの ｢九人委員会の議長であったC･r)･Kinが lt)Y によるカレ ノジの入学要件

にE盟する調査報焦守.i(1t)13)によれば､職業科 臼等が入学要件として受け入れF)オ~lる里柏 (ユニ

I.'卜)数は､ リベラル ･アーツ ･カレリジ ･i.9ユニ リト､ r二業カレ ノジ :2.円ユニ I.)卜､農業JJレ

リジ :′1.0ユニ L'卜であっTr_41)｡ これらの数字は､(-)L人委員!71ミ澗 裾 l=l-が､こilらの科口を ′lrl二

ノトまで受け入れられることを煮えるならば､農業カレI.)ジの場合を除いて､少ないということがで

きるoこれらの状況の下で､職業科t｣等を多 く学ぶコースが学校a)生徒が､ 高等教育機関への進学が

困難となるといF)状況 も多 くみられた (,

このことは､職業教育に関する連邦政府の補助金の支出を定め7エス ミス ･ヒューズ耽 (19I7年=一

刷rk)の通用を受けた学佼やコースにとりオメす､ILlてはまることであった｡これは､同法第11条の規定により､同法

脚 ]を受けた全購 IJ学校は､授業噺苛数の半刑辻上を実習に当てなし刑 まならず､堅実上高澗教育機淵の入学要件と
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しノて受け入れらオ1ない教科課程を編成 Ltj:け㌃Hj泊 らなかったからであっrL-_O同Z)_三の適用を受けた学

校やコ､-スからのrE.I..J'等教育機関への進学が困難であったことは ､こオ1らの'Lf校やコースが ､中等学校

としては不完全な位だtつけしかF)えら㌃1なかったことを意味していたoこの点について､Kahlt汀 と

Hulrlt)Crgerlは.スミス .ヒ二ノーズ法の適川を受けた_｢租業ハイ .スクールは､ 〔中略〕法律 t._､教

乱 Lの 冊キ様 ,_jJ(lit(1(1'汀 )の一部ではないしノ､そのかノキュラムは､普通､カレ ノジ進学準備の磯

生徒を2つUj渠臥 断 ちカレ ノジの段階で急学を受けろ ことを期待する裾 L--ちと､早勅からその見込

みを放棄 しなければなら榊 ､芹たちに/jI制 してしノまっていることを指摘 している聖

このようなことは､スミス ･ヒューズ法の適用を受けていない職業教育U)コースについても当ては

まることであった_ O こU)ことは 1'327的 こNll]AUj視学都から,'Lほ れた報告書にJ=っても裏付けら

れる｡こU)裾 舅狛謀､51- '卜以 卜の撒業科目 ･尖If川井 閥 を入学要件として受け入れる高等教育

機扶持ミ=:'iI程IE存在 していることを指摘 しノていたが.F馴封こ､ これらの 高等教育矧 対の志鳳者の中で L

これらの科目0)単位 (ユニ ノト)をL=jユニ ノト以上修得 しノている肴の比率が.かなy)低かっにことを

指摘 していrL-_{13)Oこのような指摘は､その当時の中等判 交に,T3いて.カレ リジ進学準備のプログラム

の分裂が進'r-TしていTl_とい うことを'1くLノていると:考えられる｡,

スが学校制F狂｣二､不完全形で しか中等学校のコースとして偵iFll_つけられなかったことを意味 した_ので

あった【,

先に触れた｢全米中等数百調査 ｣U)うち.｢中等教育の7j(坪的組織 ｣の報告書 これは､総合制

ハイ ･スクールと種々のを槻iミ枚U)長知について､様々な角度から検討しノTJ_ものである において ､

総合較 ･単独校を闘わず､職業教育U)二トースに在学する/生徒が､｢ァヵデ ミリ/)科目｣申心 U)コース

に在学する生徒に比べて､Ll〕r･QU)低い芹が多い､C23父親が夕持田/生まれである銅 ;多い(】③父親が

専門職に就いている省が少なく､それに対 して､父親が不熟練lTj･働告である場合が冬いこと等を印す

データを合/Uでいる44)tDであるが ､これ ら0)データは､当時のアメリカ杜!7_tの矛眉を小すと{_もに､

これらの=)一スの制度上の位躍つけや社会的評価 を'J-tLTJ_もujと:考えることができる.

このように､アメ リカ合衆国においては､カレ ソジ進学準備cj)=1--スとそうでTl【い=]一スCTj/JI製が
進んでいたのであ1)rL-_｡このようにしノて､判 ll!-(ユニ LL,卜)制の原f!壬旦を職業科日等に も通用すること

によって.学校体系の視線化5:妨ぎllfがら､中等教育のFi澱 の変化という課左迫を達成 しようと した ｢

九人委員会 用i告古の意扶=ま十分には尖flaされli:かつたのであったO

このような伏Jbdは､中等学校の教科課秤や高等教育磯閑uj人草要件等における惰業科口等の相償つ

けの難しさを示 してい ると考えられるO

この間雌について検討する素材o)一つとして挙げることができるのは､｢全米教育研究協公｣(
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NSSE)の第6年報 t1907)であるOこの年報は､カレッジの入学要件における職業科目等の

取 り扱いに関する諸論文を掲載 しているが､ この問題が議論され始めた時期に出されたものでありな

がら､この間頓に関する重要な議論の一つを含/Uでいるoこの年報は､中等教育には教養的な (1i-

beral)面と専門的な (special)面が存在し､これら2つの側面の教育を受けたすべての生徒が､

高等教育機関へ0)進学が認められるべきであると主張する論3145)p､機械技術及びマニュアル 小 レ

ーニング関係の学校出身の生徒が､カレッジにおいてより成績を挙げることが可能であるという評言

を引網L,た論夏 6)a)ように､高等教育機関の入学要件として職業科目等を受け入れることを支持する

論文を掲載 していたが ､同時に､そのことに積極的でない見解を示 した ものも掲載 してい 7= O

当時 ミシガン大学の教育学の助教授であった ､T.D.Lagnnaの論文はそのような論文の一つであった｡

当時の ミシガン大学の入学要件においては､科目の選択の自由がかなり認められていたが.彼は､カ

レ･ソジの進学のためには､知的教養のすべての分野が必要であると主張 L/47)L,､当時の ミシガン大学

の入学要件に不満を示してい♂ 8)0

このようLj:見解は､保守的な見解というたけではすまされ7:A:い問題を含 /̂でいるように思われる｡

Lannn の論文は､高等教育機関の入学要件における職業科目等の受け入れの主張に対して､中等学

校の教科課程-の職業科目等の導入に伴fj:い､中等学校の教育水準をどのように考えるかが問題とtj:

ることを指摘 したものと考えられる｡

中等学校の教科課程や高等教育機関の入学要件において､各々の科目の教授の量を､科目の内容の

違いに拘らず.講読時間数を基準にして評価する単位 (ユニ ･ソト)制の原確を､職業科目 ･実用的科

目にも適用するという.NEAの ｢九人委員会 ｣報告書の勧告はこの間題に対する一つの回答であっ

たが.実際の中等学校のカレ･ソジ進学のコースの分離とそうでIj:いコースの分裂は､この間題の解決

困難さを示 していたのである｡
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